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（ＢＯＸ３）産業別・規模別にみた所定内賃金の決定要因 

 

賃金は、労働需給やインフレ予想といった様々な要因の影響を受ける。こ

こでは、産業別・規模別にみた賃金の決定要因を定量的に考察するため、一

般労働者の所定内給与（賃金構造基本統計調査）を被説明変数として、①労

働需給（短観の雇用人員判断ＤＩ）、②前年度のインフレ率（消費者物価の除

く生鮮食品の前年比）、③マージン（短観の販売価格判断ＤＩと仕入価格判断

ＤＩの差）の３つを説明変数とするシンプルな賃金関数を推計した（ＢＯＸ

図表３(1)）。 

推計結果をみると、誤差が相応に大きい点には注意する必要があるが、①

製造業、非製造業ともに、転職等の労働移動が比較的活発な中堅・中小企業

では、労働需給が賃金に対し統計的に有意な影響を及ぼす一方で、大企業で

は労働需給は有意でないこと、②前年度のインフレ率は、製造業で有意であ

ること、③マージンは、産業、規模を問わず有意であること、が確認できる。 

このことは、全雇用者の６割程度を占める非製造業の中堅・中小企業を中

心に（ＢＯＸ図表３(2)）、労働需給の引き締まりや交易条件の好転に伴うマ

ージンの改善によって、賃金上昇圧力が着実に強まっていく可能性が高いこ

とを示唆している（ＢＯＸ図表３(3)）。 
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(ＢＯＸ図表３）

（１）賃金の決定要因 （２）労調・正規雇用者と連合の組合員

（３）各決定要因の推移
　①労働需給要因 　②マージン要因

　

（注）1. 短観以外の計数について、大企業は従業者規模1,000人以上、中堅企業は100～999人、
　　　　 中小企業は99人以下（賃金構造基本統計調査の従業者規模別の計数は、事業所ベース）。
　　　2.（１）の表中の括弧内は、標準誤差。***は１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
（注）3.（２）の労働力調査は、2015年平均（詳細集計ベース）。連合は2015年度春闘の最終集計対象。
　　　4. 短観の計数は、産業別・規模別に平均０、標準偏差１に正規化。
（出所）厚生労働省、日本銀行、総務省、日本労働組合総連合会
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